
当社グループは、関西電力グループ行動憲章において「人

権の尊重とダイバーシティの推進」を掲げ、人権に関する行

動規範を定めています。人権を国際社会共通の普遍的な

価値ととらえ、事業活動をおこなうそれぞれの国または地

域における法令等を遵守し、国際的な人権規範を最大限

尊重するとともに、ハラスメントの防止や、サプライチェーン

を含めた人権尊重の取組みを推進しています。

当社グループが持続的成長を果たすために従業員が備 

えるべき特性を「人財力」として策定しています。

関西電力グループ中期経営計画の取組みを進める力の

源泉は、一人ひとりの従業員であるという認識のもと、従業

員一人ひとりが、その多様な属性を活かしながら、成長意

欲や挑戦意欲を持って活き活きと活躍し、その成長や成果

が、会社組織の収益力向上や持続的な成長につながるとい

う好循環を生み出すことを目指しています。

具体的 に は、人財

の発掘や研修、異動、

評価といった一連の

プロセスを通じて、全

従業員がさまざまな

フィールドで最大限に

活躍できるよう取り組

んでいます。

「人を大切にする経営」という当社グループの理念ととも

に、「厳しい競争環境で勝ち抜く人財の育成が不可欠であ

る」という会社の思いを具現化するものとして、2018年に「関

西電力グループアカデミー」を設立し、当社グループの研

修や育成制度を体系化しました。

関西電力グループアカデミーでは、働く環境が変化するな

かにおいても従業員一人ひとりが成長意欲や挑戦意欲を持っ

て活き活きと活躍し、ひいては高い生産性や新たな収益源

の確立につながるような能力伸長施策を展開するとともに、

従業員の「自律的なキャリア形成」を支援していきます。

具体的には、経営理念や中期経営計画を実現するための

意識・行動面の変革につながる育成施策の実施に加えて、

個々人の強みのさらなる伸長や啓発点の改善・克服を図る

ための育成施策、さらには専門技術の確実な継承やデジタ

ル技術を活用した生産性向上・付加価値創出を推進するた

めの育成施策を実施していきます。

従業員のキャリア形成をサポートするための取組みとして、

年に1度、上司と部下との面談の機会を設けています。

面談は、個々人の強みや啓発点、キャリアプラン等を記載

した「キャリアデザインシート」を基に実施しており、従業員

の特性やキャリアについての考え方を上司部下の間で共有

するとともに、その内容をOJT や異動配置に活用することで、

従業員のキャリア形成を支援しています。

人権の尊重

人財開発

基本方針

関西電力グループアカデミー 「人財力」改革に向けた施策

めざすべき「人財力」 

育成方針について

キャリアデザイン

人財戦略

関西電力（株）および関西電力送配電（株）では、本店お

よび各地域の事業活動拠点等において「同和・人権教育推

進委員会」を設置し、年度の人権教育基本計画の策定や人

権啓発・研修の実施状況の確認などをおこなうとともに、

さまざまな人権課題を共有し、人権尊重の取組みをグルー

プ全体で推進しています。

〈具体的な取組み例〉
● ハラスメント防止に関するルールや相談窓口の整備
● 事例に基づいた職場ディスカッション
● グループ会社人権情報交換会の実施

人財発掘・
研修・異動・評価が
一体となった有機的な

人事運用

育てる
研修

活かす
異動

見出す
人財発掘

認める
評価

見出す
人財発掘

活かす
異動

事業戦略
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関西電力グループアカデミーを通じた育成施策として、早期育成に向けた階層別研修や事業の専門性を高めるための専門研修、

経営幹部候補育成研修等を実施し、従業員の能力向上や自律的なキャリア形成を支援しています。また、人事評価制度、社内公

募制度も取り入れており、従業員が「成長意欲」や「やる気・やりがい」をより一層高められるようにしています。

従業員が、高いモチベーションのもと、これまで以上に能力を最大限発揮できるよう、

個々人の自律的なキャリア形成を支援し、多様なキャリアやフィールドに自発的にチャ

レンジできる社内公募型の仕組みを導入しています。

従業員自らが自身のキャリアにつ

いて深く考え、気づきを得て成長す

る環境づくりのため、自律的キャリア

形成の支援ツール「セルフデザイン

ブック」を発行しています。

冊子を読み、「環境が未来に向かっ

て変化するなかで、自分がどうありた

いか、何を大切にしたいか、どう行動

していくべきか」について、さまざまな

問いかけを通して深く考え、学ぶことで、

より自分らしいキャリアを形成するた

めのきっかけを得ることができます。

社内公募型の仕組みの導入（e-チャレンジ制度） 自律的キャリア形成の支援ツール

人財戦略

担当者
役職者

基礎段階 応用段階 上級段階

階層別研修

選択型研修

経営幹部
候補育成研修

専門研修

成長支援 ・社内検定　・合格祝金　・チャレンジ研修　・社外通信教育　 ・eラーニングなど

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

選択型研修

部門別教育（技能研修／業務知識研修／専門理論研修）

Ⅰ新入
社員 Ⅰ Ⅱ ⅡⅢ Ⅲフォロー フォロー 専門知識・技能の確実な継承

と向上に向け、数百にわたる
専門研修を実施しています。
個人ごとの専門スキルの習得
目標および習得状況を明確化
し、計画的に育成しています。

組織のパフォーマンスを引き出すた
めのマネジメント力強化を図る研修
を実施しています。

期待される役割や能力を
発揮できるようアクティブ・
ラーニングを中心とした
研修を実施しています。

個々人の強み・啓発点を選択型研修
で補完し、早期育成を図っています。

研修・育成制度の内容

「VUCAの時代」を迎え、当社グループを取り巻く環境も大きく

変化するなかで、前例の踏襲から脱却し、変革を牽引していく

次世代リーダーを早期かつ計画的に育成していくために、キャ

リアストレッチの機会として段階的な社外研修プログラムを取

り入れています。従来の業務の枠を超えて、異業種との接点を

組み込むとともに、常に経営戦略とリンクしたカリキュラムを実

施しています。

従業員一人ひとりが、自らの能力開発に意欲を持ち、自

律的に挑戦する機会として、合格祝金制度、チャレンジ講座、

社外通信教育などの制度を整えています。

デジタルトランスフォーメーション（D X）の実現に向け、

デジタル技術を活用した生産性向上・付加価値創出の取

組みを推進するD X 人財を育成しています。具体的には、

K4Digital（株）・各部門での実務を通じた OJT や、全部門を

対象とした「データ分析・可視化研修」等を実施しています。

次世代リーダー育成ー幹部候補育成 自己成長支援

DX 人財の育成ー競争力の源泉となる専門性の強化

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

論理的思考力
プレゼンテーション力

経営知識
課題達成力経営戦略

マーケティング 等

経営者としての
視座・視野

経営知識

● 事例分析を通じた問題
解決・戦略立案

● 発表演習によるプレゼン
テーション力の強化

● 企業内研修やWeb学習
での知識習得

● キャリア面談を通じた
自己成長

● ビジネススクール通学
● 社外リーダーとの交流
● アクションラーニングを

通じた自社変革構想

● ビジネススクール通学
● 社外経営者候補との交流
● 経営者としての“軸”醸成

ねらい めざすキャリア

グローバルビジネス 国際事業の飛躍的な成長 国際事業領域を中心としたキャリア

新ビジネス創造 イノベーションのさらなる推進 新規事業領域を中心としたキャリア

中核グループ事業 グループ事業のさらなる成長 中核グループ事業領域を中心としたキャリア

スーパープロフェッショナル
データサイエンティスト
サイバーセキュリティエンジニア
デジタルコンサルティング

今後の事業運営に
必要不可欠なスキル向上

極めて専門性の高い
特定のキャリア

再生可能エネルギービジネス 再生可能エネルギー事業の
飛躍的な成長

再生可能エネルギー事業領域を
中心としたキャリア

デュアルワークチャレンジ 多様な業務経験によるさらなる成長を目的に、本来の従事業務に加え、就
業時間の一部を用いて他業務（特定のプロジェクト業務等）にも従事する

キ
ャ
リ
ア
チ
ャ
レ
ン
ジ

育てる
研修
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従業員が「成長意欲」や「やる気・やりがい」をより一層高

められるよう、従業員一人ひとりの「能力」や会社業績への

「貢献度」をきめ細かく評価し、賃金等に反映する仕組み

を整えています。

また、その評価について上司から部下にフィードバック

をおこなうとともに、さらなる成長に向けコミュニケーショ

ンをおこなう機会を設けています。

人事評価制度

当社グループがめざすダイバーシティの姿

ダイバーシティ推進

ダイバーシティ推進方針

ダイバーシティ推進の取組み

1. 一人ひとりの「ちがい」を尊重し、多様な価値観や

発想を組織の力にすることで、新たな価値が創造

される、競争力ある企業グループを実現する。

2. 性別や年齢等の属性やライフイベントにかかわらず、

誰もが能力を最大限発揮できる働き方の実現と職

場風土の醸成を目指す。

関西電力グループ ダイバーシティ推進方針

当社では、特例子会社（株）かんでんエルハートを設立

（1993年）し、関西電力送配電（株）※（2020年4月分社化）

と共に、障がい者雇用の促進を図っています。かんでんエ

ルハートでは、行政および関係団体、高等支援学校等と連

携し、障がいのある方を職場実習として受入れる等、積極

的な採用活動を展開しています。

その結果、当社の障がい者雇用率は2.6％（2021年6月1

日）となっており、法定雇用率（2.3％）を継続的に達成して

障がい者雇用の促進

※関西電力送配電（株）は、関係会社特例（グループ適用）の認定を受け、当社の
障がい者雇用率の算定対象に含んでいます。

※2021年3月末時点の再雇用者（定年退職者）数：約850名

専任組織を設置(2011年）し、性別や年齢、性的指向、性自認、

障がいの有無等の属性や、育児や介護などのライフイベントに

かかわらず、誰もが能力を最大限発揮できる働き方の実現と職

場風土の醸成を目指し、制度整備をおこなうとともに、定期的な

情報発信や、各種研修などさまざまな取組みを実施しています。

希望者全員を満60歳定年退職以降再雇用しています。ベ

テラン社員には、これまで培った知識や経験をより一層活

かしていただけるよう、継続して環境整備に取り組んでき

ており、現在、定年退職者の多くが、豊富な経験と高い技術

や技能を活かして、当社やグループ会社での幅広い業務で

活躍しています。

自身が持つ可能性を過小評価せず最大限伸ばせるよう、また、

ライフステージの変化に際しても、働きながら自己成長を続け

るという意欲を持ち、積極的に仕事と家庭などの両立を図るこ

とができるよう、さまざまな研修や取組みを実施しています。

〈研修〉
● プレママセミナー
● プレママセミナー
   上司向け説明会
● 復職者セミナー
● 育児休職中の研修等への参加

高齢者雇用の推進

女性従業員のさらなる活躍に向けた取組み

女性活躍推進に関する取組み一覧

います。また、事務アシスト作業など、障がいのある方が活

躍できる多様な仕事を開拓するとともに、精神障がい者へ

のサポートの充実にも取り組んでいます。

女性活躍推進の目標

役職登用
2030年度末までに女性役職者比率および女性管
理職者数を2018年度の3倍以上とする

採用
事務系採用における女性比率を40% 以上、技術
系採用における女性比率を10%以上とする

女性管理職者数と女性役職者比率※
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※医療、運輸職員を除く
※役職者は係長相当以上の比率

女性採用者数と構成比

【ライフイベントに応じた施策・支援】
〈施策・支援〉

● 育児休職中の
   パソコン貸与サービス
● 早期復職支援メニュー
● 社内サイトでの情報発信

認める
評価

人財戦略

事業戦略
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男性従業員が家族との絆を深め、育児の経験を通じて個

人として成長するとともに、仕事の効率化の進展および仕

事へのモチベーションの向上等をねらいとして、男性の育

児参画を促進しています。具体的には男性の育児休職取得

率90% 以上という目標を掲げ、育児休職開始から7日間を

有給化するとともに、子が生まれた男性従業員およびその

上司に、育児休職を呼びかけるメールを配信したり、育児

休職を取得した男性従業員の体験談を社内イントラネット

にて公開したりしています。

従業員がLGBTQ（性的マイノリティ）に関する理解を深め、

当事者を含む誰もが働きやすい職場づくりを目指し、全従

業員を対象とした eラーニングの実施、LGBTQ に関する基

礎知識やハラスメント防止について記載したハンドブック

の作成、相談窓口の設置等をおこなっています。また、任意

団体 work with Pride が策定した LGBTQ に関する企業の取

組みを評価する指標において、当社は2016年度から2020

年度の5年連続、最高位の「ゴールド」認定を取得するとと

もに、2021年4月には大阪市 LGBTリーディングカンパニー

の三つ星認証を受けました。

従業員が介護に関する基本的な知識や公的支援、自社

の制度について理解しておくことで、介護に直面した際の

離職を防ぎ、仕事との両立を可能にすることをねらいに「仕

事と介護の両立支援ハンドブック」の作成や仕事と介護の

両立セミナーを開催しています。

これら各種取組みの結果、次世代育成支援対策推進法

に基づく「くるみん」、女性活躍推進法に基づく「えるぼし（最

高位、3段階目）」、「大阪市女性活躍リーディングカンパニー」

といった認証を受けるとともに、経済産業省と東京証券取

引所が共同で実施する「なでしこ銘柄」の選定において「準

なでしこ」に選ばれました。

男性従業員の育児参画促進

LGBTQに関する理解促進

勤務制度、両立支援制度

仕事と介護の両立支援

女性活躍推進に関する社外からの評価

【キャリアステージに応じた支援・施策】

区分 制度

働き方の柔軟性を
高める制度

スーパーフレックスタイム

テレワーク

時間単位休暇

育児との両立支援

産前産後休暇

出産休暇

育児休職

早期復職支援メニュー

短時間勤務（育児）

子の看護休暇

ファミリーサポート積立休暇

介護との両立支援 介護休職

短時間勤務（介護）

再雇用制度 f-スタッフ制度

入社8年目程度の女性を対象に、社内外
のロールモデルの話から役職登用に向け
たキャリア意識向上を図り、受講者同士の
ネットワークをつくる研修

女性部下を直接指導する上司を対象に「男女の違い」「違いを踏まえ女性にどう指導すべきか」を
社外講師が実践を交えて講義

8年目「Nextキャリアデザインセミナー」

女性部下を持つ上司向け
「部下育成力向上研修」

若　手 中　堅 役職者

経営層との懇談会
女性管理職と経営層の懇談の場を
設け、女性管理職の課題や悩みに
対して、経営層からアドバイスする
などの意見交換を実施

2~3年目「私の仕事塾」

5年目
「若手女性キャリアデザインフォーラム」

入社2~3年目程度の全女性を対象とした早期
キャリア教育。「働き続けること」「将来のライフ
イベントにどう向き合うか」を考える研修

同世代の社外の女性と交流の機会を設け、ネッ
トワークづくりや社外からの刺激を自己成長に
つなげることを促している

人財戦略
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当社グループにおける「人を大切にする経営」の理念や、

従業員の健康に対する取組みが評価され、2017年より「健

康経営優良法人（ホワイト500）」に5年連続で認定されてい

ます。

〈健康経営宣言〉（2018年1月制定）

関西電力は、「お客さまと社会のお役に立ち続ける」とい

う使命を全うするため、従業員の健康を経営の柱とし、

従業員の心身の健康の保持増進ならびに生活の質の向

上を積極的に支援します。

あわせて、時間より価値創造に軸足を置いた働き方を実

践し、生産性の向上や長時間労働解消はもとより、ダイ

バーシティ推進、人財力改革を通じたダイナミックなイ

ノベーションを実現し、健康経営の効果を一層高めます。

関西電力は、これからも、人を大切にするという考えの

もと、従業員の健康増進に努め、「明るく豊かな未来の実

現」に貢献してまいります。

主な労使間意思疎通の場

経営懇談会
会社の経営計画等について労使で意思
疎通を図る（毎年開催）

経営協議会
組織改正等の重要案件について労使で
協議をおこなう（都度開催）

「働き方」改革と健康経営の推進

会社として、健康経営により強力に取り組んでいくという

不退転の決意を示すことを目的に「健康経営宣言」を制定

しました。中期経営計画では、デジタル技術活用による業

務の高付加価値化、時間や場所にとらわれない柔軟な働

き方の加速、職場一体となった健康活動の継続的な展開、

一歩踏み込んだラインケアの促進を掲げ、取り組んでいます。

当社グループでは、健康管理意識の改善啓発や、セルフ

ケア力の向上をめざし、運動・食事に関する講習会の実施

や、全社大での禁煙の日の設定などをおこなっています。

また、管理職向けのラインケアに関する研修の実施など、

上司が部下のサポートをしやすい環境の整備や、産業医、

産業看護職、社外カウンセラーによる相談窓口の整備など、

サポート体制の充実にも取り組んでいます。

弔慰金、各種保険制度などの生活保障施策、社宅・寮、

住まいサポートなどの住宅施策、持家財形貯蓄、持株会な

どの財産形成支援施策、福利厚生代行サービス、カフェテ

リアプラン、従業員食堂、退職金制度など、従業員やその家

族の生活の安定を図り、従業員が溌剌と安心して業務に取

り組むことができる環境を整えています。

「関西電力労働組合」とユニオンショップ協定を締結して

おり、「会社の生産性向上とこれに伴う労働条件の向上」を

労使共通の目的に掲げ、長年の歴史を経て構築した強い

信頼関係を基に良好な労使関係を築いています。現在も、

この関係を継続するため、労使間で懇談や協議を実施し、

労使間の相互理解を図りながら、事業運営をおこなってい

ます。

「働き方」改革と健康経営の推進

健康経営優良法人2021（ホワイト500）に認定 

主な健康経営の取組み

従業員を支える福利厚生制度

安定した労使関係の維持

健康経営宣言の制定

適正な労働時間管理を大前提として、コアタイムの無い

フレックスタイム勤務制の全社拡大や、テレワークの要件

拡大による時間や場所の柔軟性を高める勤務制度の充実、

計画的かつ有意義な休暇取得の慫慂など、仕事を効率的

に進め、休むときはしっかり休むといった「オン」「オフ」の

メリハリをつけるための柔軟な勤務制度の整備をおこなっ

ています。

働きやすい職場づくりの整備

※一部制度を除き、非正規雇用労働者も利用可能としています。

関西電力（株）および関西電力送配電（株）は、労働協約

において、業務の都合上、従業員の異動を必要とするときは、

本人の意向、生活条件および技能等を考慮して、公平にお

こなうこととしており、特に広汎な異動をおこなう必要があ

るときは、その異動の基準について、労働組合と協議する

こととしています。

従業員の異動に係る労使間の対応

人財戦略
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〈2021年度　安全活動の重点取組み事項〉

①安全・安心な職場環境・作業環境づくり

②危険予測に基づく安全 “ 考動 ” の習慣化

③協力会社等との “ 相方向 ”コミュニケーションに基づく安

全活動の推進

④職場が一体となり実現する「すべての運転者と同乗者に

よる安全運転行動の実践」

労働災害撲滅に向けた取組み

従業員の安全意識を高めるとともに、協力会社等を含め

た仲間も守るため、一人ひとりの自律的な安全活動の実践

に向けた教育を実施しています。加えて、社外有識者によ

る安全に関する講演や研修を通じてグループ会社とともに

新たな知見を学ぶことで、グループ大で安全活動レベルの

向上を図っています。

これらの安全活動の取組み結果として、当社の災害度数

率は全国平均に比べ低い水準にあります。

従業員があらゆる場面を通じて、設備の建設・保全作業

の現場に足を運び、協力会社等とのコミュニケーション機

会を積極的に創出、充実させていくことを通じて相互理解

を深め、ともに安全活動を推進していくことを目的とした“ 相

方向 ”コミュニケーションを積極的に展開し、安全意識の高

揚、災害発生リスクの低減を図っています。

新型コロナウイルス感染拡大を防止し、電力・ガスの安

全・安定供給を継続するため、新型コロナウイルス対策総

本部を立ち上げるとともに、テレワークの活用を推進する

ことで、人流抑制に取り組んでいます。また、出勤する場合

には、感染予防の観点からマスクの着用を徹底し、執務室

環境について、席の間隔を離すなど、密を避ける取組みを

実施しています。加えて、従業員自身と家族の安全と健康を

確保し、安心して仕事に取り組むことができる環境を整える

ため、新型コロナウイルスのワクチン接種に係る特別休暇

を設けるとともに、新型コロナウイルスワクチンの社会全

体の接種スピードの加速化に貢献するため、職域接種にも

取り組んでいます。

新型コロナウイルス感染症の収束まで長期化が予想さ

れることから、オンラインを活用した働き方の見直し等、感

染防止と持続的な事業活動の両立をめざしてまいります。

美浜発電所3号機事故の教訓から、「安全を守る。それは

私の使命、我が社の使命」との社長の宣言のもと、当社グ

ループの事業活動にかかわるすべての人の安全を守ること

を第一に、安全活動を続けています。

この宣言に込めた思いを継承していくため、「関西電力グ

ループ安全行動憲章」において、「私たちの安全に対する思

い」を永続的かつグループワイドの安全理念として共有し

安全意識を高めるとともに、「安全行動の誓い」を規範とし

て安全行動をたゆまず実践することで、安全の実績を着実

に積み重ね、ゆるぎない安全文化を構築していきます。

当社グループにかかわるすべての人の安全を守り、不変の

目標である「災害ゼロ」を実現するために、一人ひとりが安全

の担い手として、すべての従業員と組織の力を結集した活動

を展開することで、安全な職場環境の維持や災害の未然防

止・再発防止に取り組んでいます。具体的には、年度ごとに

労働災害の発生状況を分析するとともに、コミュニケーショ

ン等により従業員および協力会社等の安全に関する意識・

受け止めを理解するなどし、その実態を踏まえて経営層を含

めた社内関係箇所間で議論をおこなうことで、次年度に重点

的に取り組む事項を定めて全社大で活動を展開しています。

年度ごとに安全活動の PDCAを回すことで継続的な改善

を図るとともに、重点取組み内容を当社グループ会社等と

も共有することで、安全活動の実効性をさらに高めています。

具体的な安全の取組み内容

関西電力グループ安全行動憲章について

安全活動の PDCA

安全教育、社外知見を学ぶ取組み

協力会社等との “ 相方向 ”コミュニケーション

新型コロナウイルス感染症への対応

WEB 詳細は… 関西電力グループ安全行動憲章
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https://www.kepco.co.jp/energy_supply/supply/ichiisenshin/philosophy/chikai.html



